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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第３四半期連結
累計期間

第76期
第３四半期連結
累計期間

第75期
第３四半期連結
会計期間

第76期
第３四半期連結
会計期間

第75期

会計期間

自 平成20年
４月１日

至 平成20年
12月31日

自 平成21年
４月１日

至 平成21年
12月31日

自 平成20年
10月１日

至 平成20年
12月31日

自 平成21年
10月１日

至 平成21年
12月31日

自 平成20年
４月１日

至 平成21年
３月31日

売上高（百万円） 192,286 140,123 64,604 61,691 251,225

経常利益（百万円） 2,492 1,563 966 650 4,972

四半期（当期）純利益（百万円） 611 698 6 296 1,813

純資産額（百万円） － － 42,961 43,639 44,110

総資産額（百万円） － － 73,741 78,444　 70,756

１株当たり純資産額（円） － － 656.63 667.23 674.18

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
9.35 10.68 0.09 4.53 27.73

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 58.2 55.6 62.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
6,177 2,010 － － 11,273

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,040 △1,499 － － △3,525

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△10,908 △1,665 － － △10,322

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 13,349 16,391 17,525

従業員数（人） － － 1,437 1,424 1,480

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第75期及び第76期第３四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、新株予約権付社債等潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第75期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

(1)事業内容の重要な変更

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

 

(2)主要な関係会社の異動

当第３四半期連結会計期間における、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。　

①エネルギー事業

近畿コスモガス㈱は関西シナネンガス販売㈱と平成21年10月に合併いたしましたので、連結の範囲から除

外しております。

②その他の事業

㈱日工は寿設備工業㈱が同社の株式を平成21年12月に取得いたしましたので、連結の範囲に含めておりま

す。

　

３【関係会社の状況】

合併　

　当第３四半期連結会計期間において、近畿コスモガス㈱は関西シナネンガス販売㈱と平成21年10月に合併いたしま

したので、連結の範囲から除外しております。

　

株式取得

　当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。　

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有割合

（％）
関係内容

 （連結子会社）

㈱日工　
群馬県伊勢崎市 10 その他の事業　

　　　　100

　　　　（100）　

当社の従業員が同

社の役員に就任し

ております。

役員の兼任　なし　

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　　　　２．議決権の所有割合の（　）は、間接所有割合で内数であります。 

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 1,424[581]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 366 [112]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）　

 石油部門 46,831 △5.1

 ガス部門 10,833 △6.1

 生活関連部門 2,611 4.7

エネルギー事業 60,276 △4.9

その他の事業 1,415 14.0

合計 61,691 △4.5

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

  

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

(1)業績の状況

世界的な金融危機により大幅に落ち込んだ世界経済は、各国の財政・金融政策の効果もあって緩やかに回復

してきました。一方で国内景気については景気対策の効果等により、一部に持ち直しの動きがうかがわれるもの

の、デフレ傾向の中で雇用・所得は改善が見られず、節約の浸透により個人消費も低迷しております。当社グ

ループが属するエネルギー業界においても、需要の前年割れが続くなど、厳しい経営環境にさらされておりま

す。また、化石燃料依存度の低下、エネルギー消費効率の向上、ＣＯ２排出削減等の動きによって、エネルギー需

要構造は大きな変動が予想されます。

このような状況下、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高においては616億円（前年同四半期比4.5％

減）となりました。売上総利益においては、需要減退による収益低下を、Ｍ＆Ａによる収益基盤の拡大により、ほ

ぼ前年並み（95％）まで挽回しました。一方、のれんの償却など、計画に織り込んだ新規事業投資の経費が増え

たことにより、営業利益は４億円（前年同四半期比58.9％減）、経常利益は６億円（前年同四半期比32.7％

減）、四半期純利益は２億円（前年同四半期は６百万円）となりました。利益面におきましては、前年同四半期

からは下落しておりますが、現環境を踏まえた期初の計画に沿って推移しており、当面の経営改善は着実に進捗

していると考えております。但し、当社及びグループ企業の置かれている厳しいエネルギー環境を見るに、これ

まで以上にスピードを上げて、経営改善に取り組む必要があると考えております。　

当社及びグループ企業は、これらの動向を見据えつつ、中期経営計画「A・LIVE2010」のもと事業基盤の強化

に取り組んでおります。具体的には、エネルギー事業において、顧客の増大を図るとともに安心・安全点検活動

の徹底、感謝祭の開催などを通して消費者との接点を強化しております。さらに、家庭用エネルギーにおける需

要構造の変化にも機敏に対応したいと考えております。太陽光発電販売などの新市場に参入すべく専門チーム

を設置して、施工力・提案力を強化しました。ガソリンスタンドにおいても環境対応と地域貢献を進めるため

に、太陽光発電を備えた災害対応型のセルフＳＳを新設しました。また、引き続き、環境特性に優れた高効率燃焼

機器の普及促進を図りました。

その結果、エネルギー事業の売上高は、602億円（前年同四半期比4.9％減）、営業利益は10億円（前年同四半

期比41.6％減）となりました。

その他の事業につきましては、従来より、当社及びグループ企業の強みである家庭用エネルギーの周辺事業と

して、空調事業、電気設備事業、水周り事業、リフォーム事業などを組み込み、事業領域を拡大するための投資を

継続しております。更に、当期からＬＰガス関連のコンピューターシステムのサービス事業にも進出しました。

抗菌事業につきましては、新製品の開発と海外展開に努めました。また、バイオマス燃料事業につきましても、拠

点の展開による業容拡大に引き続き注力しております。

その結果、その他の事業の売上高は、14億円（前年同四半期比14.0％増）、営業利益は７千万円（前年同四半

期比75.0％増）となりました。　

　

(2)キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。)は、163億円

（前年同四半期比22.8％増）となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において、営業活動の結果得られた資金は、２千万円（前年同四半期は17億円

の収入）となりました。この主な要因は、税金等調整前四半期純利益、売上債権の増加額及び仕入債務の増

加額によるものです。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において、投資活動の結果使用した資金は、２億円（前年同四半期は15億円の

支出）となりました。この主な要因は、固定資産の取得による支出が、有価証券の売却による収入を上回っ

たことよるものです。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において、財務活動の結果得られた資金は、４億円（前年同四半期は７億円の

支出）となりました。この主な要因は借入金の増加によるものです。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、２千４百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

 

（5）連結財政状態に関する分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、季節変動に伴う売上債権の増加等により、前連結会計年度末と比

較して76億円増加し、784億円となりました。

また、純資産は、配当金の支払により利益剰余金が減少した結果、前連結会計年度末と比較して４億円減少

し、436億円となりました。

以上により、自己資本比率は前連結会計年度末と比較して6.7ポイント減少し、55.6％となりました。

 

（6）連結業績予想に関する分析

当連結会計年度の見通しにつきましては、原油価格及びＬＰガス輸入価格の変動や気象変動等により今後

の需給動向は不透明な状況ではありますが、中期経営計画「A・LIVE2010」の展開を通して当連結会計年度の

業績予想を達成できるものと考えております。

ただし、事業環境が大きく変化し、当初の業績予想に関して見直しをする可能性があります。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 237,603,000

計 237,603,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年2月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 75,752,958 75,752,958
東京証券取引所

（市場第１部）

単元株式数

　1,000株

計 75,752,958 75,752,958 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 75,752 － 15,630 － 3,907

（５）【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の変動はありません。
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（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 10,407,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 64,839,000 64,839 －

単元未満株式 普通株式 506,958 －
１単元未満(1,000)未

満の株式

発行済株式総数 75,752,958 － －

総株主の議決権 － 64,839 －

　

②【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

シナネン株式会社

東京都港区海岸１

－４－22
10,407,000  －  10,407,000 13.74

計 － 10,407,000   －  10,407,000 13.74
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 489 510 521 511 493 486 488 490 404

最低（円） 418 452 462 461 460 457 444 371 376

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　役員の異動　

新　役　名　及　び　職　名 旧　役　名　及　び　職　名 氏　　名 異　動　年　月　日

常務取締役

 事業統括本部長　　　　　 兼ガス

リテール統括部長　　　　 兼関連

事業統括部長　　 

常務取締役
 事業統括本部長　　　 

兼関連事業統括部長
菅　野　　清 平成21年11月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,420 17,636

受取手形及び売掛金 ※2
 27,806 19,872

有価証券 － 100

商品及び製品 3,360 2,547

仕掛品 23 10

原材料及び貯蔵品 98 88

その他 1,821 1,169

貸倒引当金 △100 △79

流動資産合計 49,429 41,347

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,546 5,660

土地 9,914 9,698

建設仮勘定 45 46

その他（純額） 3,178 3,161

有形固定資産合計 ※1
 18,684

※1
 18,567

無形固定資産

のれん 1,542 1,780

その他 527 667

無形固定資産合計 2,069 2,447

投資その他の資産

投資有価証券 4,442 4,778

長期前払費用 2,007 2,530

その他 2,229 1,528

貸倒引当金 △419 △442

投資その他の資産合計 8,259 8,394

固定資産合計 29,014 29,409

資産合計 78,444 70,756
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 24,182 14,489

短期借入金 1,046 1,701

1年内償還予定の社債 38 48

未払法人税等 278 939

賞与引当金 354 689

その他 3,622 3,486

流動負債合計 29,522 21,354

固定負債

社債 34 55

長期借入金 927 917

退職給付引当金 2,656 2,542

役員退職慰労引当金 146 117

その他 1,519 1,659

固定負債合計 5,282 5,292

負債合計 34,804 26,646

純資産の部

株主資本

資本金 15,630 15,630

資本剰余金 11,770 11,770

利益剰余金 21,743 22,025

自己株式 △5,787 △5,777

株主資本合計 43,356 43,648

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 244 430

繰延ヘッジ損益 1 2

為替換算調整勘定 △1 △10

評価・換算差額等合計 243 422

少数株主持分 38 38

純資産合計 43,639 44,110

負債純資産合計 78,444 70,756
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 192,286 140,123

売上原価 171,028 119,481

売上総利益 21,258 20,642

販売費及び一般管理費 ※1
 18,754

※1
 19,488

営業利益 2,503 1,154

営業外収益

受取利息 46 22

受取配当金 130 101

軽油引取税交付金 93 86

その他 345 296

営業外収益合計 615 506

営業外費用

支払利息 30 31

為替差損 189 34

持分法による投資損失 6 －

デリバティブ損失 353 －

その他 46 31

営業外費用合計 626 97

経常利益 2,492 1,563

特別利益

投資有価証券売却益 1 2

固定資産売却益 5 7

特別利益合計 6 10

特別損失

固定資産売却損 3 9

固定資産除却損 57 87

減損損失 23 －

リース解約損 － 8

投資有価証券評価損 917 21

過年度未払賃金 318 －

過年度租税公課 28 －

その他 － 20

特別損失合計 1,349 147

税金等調整前四半期純利益 1,149 1,426

法人税等 ※2
 539

※2
 727

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1 0

四半期純利益 611 698
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 64,604 61,691

売上原価 56,992 54,437

売上総利益 7,612 7,254

販売費及び一般管理費 ※1
 6,453

※1
 6,778

営業利益 1,159 476

営業外収益

受取利息 17 6

受取配当金 53 31

軽油引取税交付金 31 27

デリバティブ利益 － 74

その他 88 66

営業外収益合計 191 207

営業外費用

支払利息 10 9

為替差損 187 15

デリバティブ損失 174 －

その他 11 8

営業外費用合計 384 33

経常利益 966 650

特別利益

投資有価証券売却益 1 2

固定資産売却益 0 6

特別利益合計 2 8

特別損失

固定資産売却損 0 1

固定資産除却損 5 47

減損損失 14 －

リース解約損 － 8

投資有価証券評価損 897 21

過年度未払賃金 44 －

過年度租税公課 6 －

その他 － 11

特別損失合計 968 90

税金等調整前四半期純利益 0 568

法人税等 ※2
 △4

※2
 272

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1 0

四半期純利益 6 296
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,149 1,426

減価償却費 2,023 1,873

のれん償却額 82 243

貸倒引当金の増減額（△は減少） 65 △1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 80 113

その他の引当金の増減額（△は減少） △436 △386

為替差損益（△は益） 90 △11

持分法による投資損益（△は益） 6 －

受取利息及び受取配当金 △176 △123

支払利息 30 31

投資有価証券売却損益（△は益） △1 △2

投資有価証券評価損益（△は益） 925 21

固定資産除却損 57 87

固定資産売却損益（△は益） △1 1

売上債権の増減額（△は増加） 5,933 △7,890

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,569 △826

仕入債務の増減額（△は減少） △3,986 9,658

預り保証金の増減額（△は減少） 110 △28

長期前払費用の増減額（△は増加） △364 △246

その他 △91 △372

小計 7,064 3,568

利息及び配当金の受取額 177 124

利息の支払額 △26 △30

法人税等の支払額 △1,039 △1,651

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,177 2,010

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 47 110

定期預金の預入による支出 △35 △25

投資有価証券の売却による収入 56 6

投資有価証券の取得による支出 △16 △15

固定資産の売却による収入 29 50

固定資産の取得による支出 △932 △1,020

短期貸付金の増減額（△は増加） 36 13

長期貸付金の回収による収入 30 －

長期貸付けによる支出 － △1

有価証券の売却による収入 － 110

子会社株式の取得による支出 △13 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

45 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△1,062 △9

保険積立金の積立による支出 － △692

その他 △224 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,040 △1,499
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,687 △636

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △4,000 －

長期借入れによる収入 100 101

長期借入金の返済による支出 △332 △140

自己株式の売却による収入 10 1

社債の償還による支出 － △31

自己株式の取得による支出 △16 △13

配当金の支払額 △982 △980

少数株主への配当金の支払額 － △0

その他 － 35

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,908 △1,665

現金及び現金同等物に係る換算差額 △91 20

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,863 △1,133

現金及び現金同等物の期首残高 20,213 17,525

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 13,349

※1
 16,391
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、竜ヶ崎ガス販売㈱は当社と、㈱ニチエネ・ガ

ス販売及び佐倉瓦斯㈱はシナネン関東ガス販売㈱と、北部ガス㈱はシナネン

東北ガス販売㈱と平成21年４月に合併いたしましたので、連結の範囲から除

外しております。また、㈲伊奈エルピージー企画はシナネン関東ガス販売㈱が

同社の株式を平成21年４月に取得いたしましたので、連結の範囲に含めてお

ります。

　また、当第３四半期連結会計期間より、近畿コスモガス㈱は関西シナネンガ

ス販売㈱と平成21年10月に合併いたしましたので、連結の範囲から除外して

おります。また、㈱日工は寿設備工業㈱が同社の株式を平成21年12月に取得い

たしましたので、連結の範囲に含めております。

　 （2）変更後の連結子会社の数

38社

２．会計処理基準に関する事項の変更 売上高及び売上原価の計上基準の変更

  請負工事及びソフトウェアの開発契約に係る収益の計上基準については、

従来、工事完成基準及び検収基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月

27日）を第１四半期連結会計期間から適用し、第１四半期連結会計期間に着

手した工事契約及びソフトウェア開発契約から、当第３四半期連結会計期間

末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事及びソフトウェア

開発については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他のものについては工事完成基準及び検収基準を適用しております。

  なお、当第３四半期連結累計期間においてこれによる損益への影響はあり

ません。

【簡便な会計処理】

　当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　　至　平成21年12月31日）

　簡便な会計処理については、重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

 税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、16,091百万円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、15,314百万円で

あります。

※２．第３四半期連結会計期間末日満期手形　　　　　

第３四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関の

休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。当第３四半期連結会計期間末日満期手形

の金額は、次のとおりであります。

受取手形 188百万円

　　　────────       

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

（百万円）　

運送費 2,258

給料手当 4,831

賞与引当金繰入額 272

退職給付費用 307

減価償却費 1,904

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

（百万円）　

運送費 2,266

給料手当 5,171

賞与引当金繰入額 338

退職給付費用 347

減価償却費 1,735

※２．法人税等

　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２．法人税等

　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

（百万円）　

運送費 857

給料手当 1,620

賞与引当金繰入額 272

退職給付費用 102

減価償却費 654

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

（百万円）　

運送費 859

給料手当 1,738

賞与引当金繰入額 338

退職給付費用 119

減価償却費 591

※２．法人税等

　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。

※２．法人税等

　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しておりま

す。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在） （平成21年12月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 13,420

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金等
△70

現金及び現金同等物 13,349

　

 （百万円）

現金及び預金勘定 16,420

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金等
△28

現金及び現金同等物 16,391

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　75,752千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　10,407千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

　

　

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月23日

定時株主総会
普通株式 980　 15 平成21年３月31日 平成21年６月24日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
エネルギー
事　　業
（百万円）

その他の
事　　業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全　社

（百万円）

連　　結
（百万円）

　

売上高      　

(1）外部顧客に対する売上高 63,363 1,241 64,604 － 64,604 　

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
4 48 53 (53) － 　

計 63,367 1,290 64,658 (53) 64,604 　

営業利益 1,728 44 1,773 (613) 1,159 　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
エネルギー
事　　業
（百万円）

その他の
事　　業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全　社

（百万円）

連　　結
（百万円）

　

売上高      　

(1）外部顧客に対する売上高 60,276 1,415 61,691 － 61,691 　

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
6 107 114 (114) － 　

計 60,282 1,523 61,805 (114) 61,691 　

営業利益 1,009 77 1,086 (610) 476 　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
エネルギー
事　　業
（百万円）

その他の
事　　業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全　社

（百万円）

連　　結
（百万円）

　

売上高      　

(1）外部顧客に対する売上高 188,326 3,959 192,286 － 192,286 　

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
11 155 166 (166) － 　

計 188,338 4,115 192,453 (166)192,286 　

営業利益 4,189 110 4,299 (1,796)2,503 　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
エネルギー
事　　業
（百万円）

その他の
事　　業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全　社

（百万円）

連　　結
（百万円）

　

売上高      　

(1）外部顧客に対する売上高 135,934 4,189 140,123 － 140,123 　

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
12 332 345 (345) － 　

計 135,947 4,522 140,469 (345)140,123 　

営業利益 2,872 145 3,017 (1,862)1,154 　
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　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な商品及び製品等

(1）エネルギー事業……石油製品、液化石油ガス、固形燃料、石油・ガス器具等生活物資、左記事業に係る販売

施設の賃貸

(2）その他の事業………抗菌性ゼオライト、木質系チップ他

３．会計方針の変更

前第３四半期連結累計期間

当社及び国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号）を適用しております。

なお、この変更による各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。

当第３四半期連結累計期間

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」の２．に記載のとおり、当社及び国内

連結子会社は、第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年

12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27

日）を適用しております。

なお、この変更による各セグメントの損益に与える影響ありません。　

４．追加情報

　　前第３四半期連結累計期間

当社及び国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機として機械及び装置の耐

用年数についての見直しを行い、一部の資産について耐用年数を短縮して減価償却費を算定する方法に変更し

ております。

なお、この変更による各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日　至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成21年10月１日　至 平成21年12月31日）

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

 

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日　至 平成21年12月31日）

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

 

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日　至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成21年10月１日　至 平成21年12月31日）

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

 

　前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日　至 平成21年12月31日）

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 667円23　　銭 １株当たり純資産額 674円18銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額  　９円35　銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 10円68　銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（百万円） 611 698

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 611 698

期中平均株式数（千株） 65,382 65,364

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 ９　　銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 ４円53銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（百万円） ６ 296

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） ６ 296

期中平均株式数（千株） 65,379 65,362

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月12日

シナネン株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 今井　　靖容　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 須藤　　修司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　　秀満　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシナネン株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シナネン株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

シナネン株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 今井　　靖容　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 須藤　　修司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　　秀満　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシナネン株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シナネン株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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